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は じ め に

開発戦略における政府と市場に関する開発思

想は，たとえば Arndt（１９９８，３３３―３３７）にもま

とめられているように，市場経済の優位性を確

認するという方向にコンセンサスが形成されて

いる。このような市場重視の流れを作る上で，

社会主義計画経済の失敗が大きな影響を与えた

ことは否定できない。しかし，市場経済を基本

にした経済運営を行いながら，その中で福祉の

充実や雇用の維持という社会的問題に配慮する

経済体制を構想する課題がなくなったわけでは

ない。

社会主義に寄せられた期待の背景にあったの

は，単に国家（政府）による経済統制というも

のではなく，市場経済とは異なる経済体制によ

って，社会的利益を考慮して，より適切な経済

発展を実現する可能性があるという思想であっ

た。たしかに，現実の社会主義経済は経済発展

から環境保全に至るまでの目的の達成に全て失

敗してしまった。その失敗の経験を学習するこ

とは，市場経済を前提にしながらも，多様な発

展を実現する制度や組織の分析に結びつくもの

と思われる。本稿では，マルクス主義の立場を

堅持しながらもケンブリッジ学派の新古典派経

済学やケインズ理論に深い理解を示し，これら

の理論的概念をもとにして計画による開発戦略

を再構成しようとした理論家であるモーリス・

ドッブ（Maurice Dobb）を取り上げる。

ドッブは社会主義的工業化を提唱し，非西欧

的近代化論者の一人と位置付けられている［石

川１９９０，１９―２０，５０］。ドッブの独自な点は，経

済発展において部門間の相互補完性，外部経済，

不確実性の役割を重視し，それらをもとにして

計画経済の優位性を理論的に明らかにしようと

したことである。このようなドッブにとって工

業化の問題は，本質的には投資規模のような資

金的な問題ではなく，経済組織の問題である，

と考えられていた［Dobb１９５５b，訳書３６―６５］。

ドッブは，投資決意を個別企業家にまかせるの

ではなく，経済的決定の相互依存関係の全体を

考慮した経済計画によって，経済発展における

様々な意思決定を有機的な統一体のような形で

組織化し，事前に調整することができると考え

たのである［Dobb１９５５b，訳書３６―６５］。そのよ

うな計画経済の潜在的な優位性を実現する組織

や制度への視点がドッブの議論の中でどのよう
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に形成されていったかを検討することが本稿の

課題である。最初に，ドッブの計画化の理論的

根拠を投資配分の問題を中心に検討し，その中

で示された市場や企業に関する見解を検討する。

次に望ましい経済発展の可能性を実現する計画

や制度に関するドッブの考察を検討する。最後

に，このようなドッブの理論が社会主義経済改

革における分権化や民主化という課題に直面し

て，どのように変わっていったのかを検討して

みたい。

Ⅰ 計画経済の優位性に関するドッブ

の考察

１． 経済発展における投資と計画化

ドッブが理論的研究を始める重要な契機とな

ったのは，ソヴィエト工業化の経験と社会主義

計画経済の合理的存立可能性に関する論争であ

ることは否定することはできない。ドッブは１９２５

年にソヴィエト・ロシアを訪れている［岡１９５２，

３４６；水田１９９３，６６の記述による］。Nove（１９６９）

によると，１９２０年代に，ソヴィエトで行われた

工業化をめぐる論争は，経済発展における投資

基準についての問題提起を含んだものであった。

ここでの論点は，�１農業対工業の問題およびそ

れと関連した外国貿易と比較優位の問題，�２過

剰労働経済における短期の投資基準と開発戦略

の軋轢であった。このソヴィエト工業化論争の

焦点は次第に急速な工業化と成長率極大化基準

を重視する方向へと転換していった［Nove１９６９，

第５章，訳書１３５―１５５］。ソヴィエトでのこのよ

うな事情は，ドッブにとって，静態的枠組みで

の均衡分析では応えられない経済発展への視点

を提起したと思われる。

また１９２０年代は社会主義経済計算論争が始ま

った時期である。よく知られているように，こ

の論争はフォン・ミ―ゼス（L. von Mises）が，

生産手段の国有化されている社会主義経済では

生産要素に対する市場がないために合理的計算

が不可能であると批判したことに対して，社会

主義者が反批判を行ったことに始まる［Dobb

１９６９，訳書２６０；森嶋 １９９４，１８８―２１２などを参照］。

この論争でオスカー・ランゲ（Oskar Lange）

が提案したモデルは，生産手段が国有化されて

いる社会主義の場合であっても，中央計画当局

が生産要素（特に資本財）の価格（計算価格）を

計算するという方法によって合理的な資源配分

が可能になる，というものである［伊藤１９９２，

１４１―１４４；荒川１９９９，１８３―１９４のまとめによる］。

ランゲの提案した経済体制は企業管理者が費用

最小化を充たすように（限界）費用と生産量を

決定し，産業管理者が生産能力の拡大・縮小を

決め，中央計画当局が投資量と利子率および国

営企業の余剰という社会的配当の分配を決める

というものであった［Brus and Laski１９８９，訳

書８４―８６の説明による］。

ドッブはこの社会主義計算論争を動学的な視

点から再検討し，ミーゼスらの論争は均衡状態

での最適な資源配分を議論しているものである

以上，経済発展というダイナミックな問題は除

外されている，と考えていた［Dobb１９５３，７４―

７５］。ドッブの批判はランゲが提案したモデル

のような計算価格による社会主義経済が静態的

な資源配分に焦点を当てているために，動態的

な発展プロセスにおける投資配分を適切に行う

ことは難しく，経済を不安定にしてしまうとい

う点である（注１）。以下では，ドッブの１９３０年代

の論文を中心にして，その基本的な考え方を紹
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介してみたい。

ドッブは１９３３年の論文［Dobb１９３３］で，社

会主義国家では，投資の配分において資本の限

界収益を部門間で均等化する，という基準以外

の代替的な基準があるように思われる，と主張

する。そのひとつの理由は，利子率の低下が実

現した後で，ある部門で技術革新が実現する可

能性がある場合には，技術変化に伴って設備の

旧式化（obsolescence）や不確実性が発生して

しまうという問題である（注２）。仮に現在の利子

率に従って資本の限界収益の部門間均等化に基

づいて資本を配分していくと，急速な技術革新

が技術的画期（technical epoch）を実現するよ

うな形で進む時には，廃棄される工場設備は

極めて大きいものになる。しかし，仮に社会

主義において，現在の利子率に従うのではな

く，将来において実現すると予想される正常な

（normal）利子率に従って投資を決定できれば，

それは経済的（economical）であるといえるだ

ろう。その場合には設備の旧式化は少なくなる

だろうし，工場設備の使用期間も長くなるから

である，とドッブは主張するのである［Dobb

１９３３，３９―４０（ページ数は Dobb 1955 aによる）］。

１９３９年の論文［Dobb１９３９］の中でドッブは，

社会主義に関する論争では軽視されてきた問題

点を次のように整理する。第１は，論争の中で

は，一定の資源配分に関する問題が中心に検討

されてきたことである。第２は，投資率を変化

させることが経済変動を発生させ，それが賃金

や価格の水準を変化させるので，市場価格を基

礎にして投資率を最適に設定することは難しく，

経済変動を安定化させるという課題を達成する

こともできない，ということである。ドッブに

よると，仮に現在の価格体系を基礎にして計画

当局が最適な投資率を決めたとしても，投資の

結果として起こる経済変動によって最初に想定

したものと価格体系が変化してしまうので，そ

こから起こる経済変動は累積的に不安定なもの

となり，その不安定性は資本主義よりも大きく

なるかもしれないのである。この論文でドッブ

はラーナー（A.P. Lerner）やランゲなどの価格

情報を活用した社会主義経済の構想を�１全ての

価格は財の需要と供給が一致して均衡価格が発

見されるまで固定されること，�２産出量と投資

率は，そのために使用される資源の限界費用が

価格に等しくなるように設定されるものとして

理解する。このような社会主義の構想では，中

央計画当局は投資の全体量だけを決定すればよ

いのであって，投資の方向や形式，個々の工場

の産出量については�２のルールに従って個々の

経営者が決定すればよいと考えられていた。し

かしドッブは，このような価格メカニズムを活

用した社会主義経済の下でも，完全雇用を達成

するための投資率とそれ以外の基準から要請さ

れる投資率との整合性は保証されない，と考え

る。一定の資本の限界生産性を基準にした資本

への需要を利子率に結びつけることによって資

本の需要と供給を均等にするようなメカニズム

を考えるとしても，投資の結果として起こる価

格体系の変化によって資本財への最適な需要も

変化するので，競争的市場での価格体系を使う

試行錯誤のプロセスによって投資をコントロー

ルすることは難しいからである。このために，

価格メカニズムを活用した社会主義は資本主義

と同じような経済の不安定性を避けることはで

きない，とドッブは主張するのである。
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２． ドッブの開発経済学における経済計画の
役割

第二次世界大戦後に経済発展問題が注目され

るにつれて，ソヴィエト型計画経済も開発戦略

のひとつとして注目を集めるようになった。た

とえばソヴィエト型計画経済とインドの開発戦

略の間には，絵所（２００２，６１―１０８）が詳しい紹

介をしているように，経済思想における交流を

認めることができた。このような状況において，

ドッブも資本主義的工業化や計画経済論につい

ての研究成果をもとにして経済発展の問題に取

り組んだ。それらの成果は Dobb（１９５４；１９５５b；

１９５５c；１９６０）などに示されている。これらの研

究を集大成した Dobb（１９６０）は，経済成長や

低開発諸国の開発計画における技術選択をめぐ

る議論，社会主義国の中での価格政策について

の議論を背景にして，特に低開発国の経済開発

がとるべき過程，および労働集約的な技術と軽

工業に対する投資優先に関して，イギリスや

アメリカで流布されている若干の伝統的な見解

を批判するためのものとして位置付けられる

［Dobb１９６０，訳書 iii�日本版への序文�．同様の見

方は Dobb１９５４，訳書２０４―２０７にも示されている］。

Dobb（１９６０）の中でドッブは計画経済の優

位性を個別部門への投資配分の決定様式に焦点

をおいて述べている［Dobb１９６０，訳書６―１５］。

市場経済のように投資の配分が当初は多数の独

立した決定者（企業者）の推測と期待として決

まり，市場価格の事後的な変動によって改定さ

れる場合とは違って，開発過程においては，経

済計画を利用することによって，相互に調整さ

れた一組の投資決意を事前に確保する必要があ

るとドッブは考える。その理由としてドッブが

指摘したことは，第１に，固定投資は労働と資

源を耐久的な形態に結晶させるものであるから，

一度それを行ってしまうと，当初の決意が市場

価格の事後的な変動によって改定されるのは時

間がかなり経過してからであるという点である。

第２に，投資は生産能力と雇用を変化させて市

場価格に大きな影響を与えるので，現在の市場

価格構造はその将来の構造や，ある特定の投資

事業の将来収益を予想する時の確実な基礎を提

供するわけではないということである。また外

部経済は成長の過程と不可分であり，成長がお

こる必要条件にもなっている。このような場合

には，全体系の成長力は諸部門，または諸産業

の成長力の単純な総和ではなく，全体系がそれ

に従っていく構造型のあり方によって変わって

くるだろうとドッブは考えている。第３は，特

殊な不確実性の問題である。市場経済における

決意者が現在価格を基礎として将来価格を推定

することは難しい。また，その決意者が全体系

の中の他の全ての企業者たちが同時に行ってい

る投資決意や投資の事業計画中における将来の

投資決意を全て正確に見積もることはできない。

仮にこのような不確実性がきわめて大きければ，

それは投資決意を阻害して，成長を止めてしま

うかもしれない。これが低開発国にみられる状

況である，とドッブは考える。第４に資本の不

可分割性や外部経済がある場合も，分権的な市

場経済では発展を実現することはできない，と

ドッブは考える。

このような問題を解決するために，経済発展

において経済計画が従うべき基準としてドッブ

が提案するのは，�１成長の可能性を決める資本

財の生産能力を最大にするように投資を資本財

産業に優先して配分するという基準［Dobb１９５５c，

７―１０］，�２労働過剰な経済においても資本集約
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的な技術を選択することによって長期的な成長

のための基金（余剰）を最大化できるという考

え方である（後にドッブ＝センの基準として知ら

れるようになった考え方である。Ellman（１９７９，

訳書１６４―１７５）参照）。ドッブの着眼点は投資の

資本集約度は現在の生産要素の賦存状況よりは，

将来の成長への能力と深く関わることであり，

最終的には近い将来の消費を引き上げるか，そ

れとも遠い将来の消費を引き上げるか，という

選択に関係する問題であるという点である［Dobb

１９５４，訳書２１７―２１８］。そこで，以下では，ドッ

ブの示している理論モデルの一部を紹介してみ

たい。

いま消費財が小麦だけで，労働が消費財生産

に使われる資本財（トラクター，肥料，燃料や動

力など）を作るという簡単な場合を考える。Li

を資本財産業の雇用，Pi を資本財産業の労働

生産性，Pc を消費財産業の労働生産性として，

消費財の余剰を投資して資本財産業の雇用に当

てて，その資本財を消費財産業で使うと，小麦

の産出量増加は Li・Pi・Pc で表わされる。Pc

を引き上げる技術はより高価な資本財（より多

くの労働を必要とする資本財ということなので，

低い Pi に対応する）を伴うが，Pc が十分大き

く上昇するならば，労働節約的な資本財によっ

て，安価で労働使用的な資本財を代替し，その

結果，消費財（小麦）部門に対して資本財（ト

ラクター）部門の労働の増加という形での資本

集約度の上昇を実現するように，より高い資本

集約度の投資が選択されるべきである。なぜな

らば，この方が余剰消費財の生産量を増加させ

て，近い将来においてより急速な投資率の上昇

を可能にするからである［Dobb１９５４，１４１―１４７

（訳書２０８―２０９）］（注３）。

しかし，ドッブは，このモデルを現実に応用

するには考慮すべき問題があることも認識して

いた。第１の問題点は，途上国で工業化の制約

になるのは投資の原資であり，それは農民が市

場における自発的交換に従って，余剰をどの程

度まで工業部門に提供するのか（農民によって

市場に出された〔marketed〕余剰）ということ

に依存することである。このことから，生産性

上昇の結果として余剰が増加しても，それ自体

が工業化に対する制約を緩めることにはならな

い。第２に，投資率の制約になるのは労働一般

や生存財ではなく，近代的な機械を使いこなせ

る訓練された労働者であるかもしれない，とい

うことである。第３に，開放経済の場合には，

トラクター産業に労働者を割り当てるよりは，

近代的な機械を輸入すること，そのための輸出

用余剰の拡大に労働者を配分することが重要か

もしれない，ということである［Dobb１９５４，１５２

―１５５（訳書２２１―２２４）］。

ここで，資本財産業を優先することと，雇用

最大化という社会的目標との関係についてのド

ッブの見解をみてみたい。ドッブは Dobb（１９５６

―５７）の中で，途上国の投資配分問題を考える

場合には，投資を決定する要因，特に資本財の

供給能力を検討することが必要だと問題を再構

成する。最初に資本財の供給に比べて消費財の

供給が完全に弾力的な場合を考察することにす

る。長期にわたって経済成長を実現するには，

資本財供給のボトルネックを解決することが必

要であり，そのためには資本財産業の生産性を

改善する必要が出てくる。もし消費財を作るた

めの資本財に対してより大きな投資が向けられ

るのであれば，経済の投資可能性はより大きな

ものになる。したがって経済の投資可能性を増
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加させるのは近い将来の，あるいは遠い将来に

おける雇用を拡大させることになるのだから，

雇用の最大化と成長の最大化とは矛盾すること

にはならない，とドッブは考える。この理由に

ついてドッブは，資本財産業が消費財産業より

も労働集約的である場合もあるので，その場合

には，雇用最大化と成長最大化の矛盾はそれほ

ど大きくないと考えている。ただし，ドッブは，

自分の理論においては，資本財産業自体が消費

財産業よりも労働集約的ではない場合を除外し

ていることを認めており，この場合には，雇用

最大化と成長最大化の矛盾が出てくると考えて

いた。また，実際には資本財の供給に比べて消

費財産業の供給が完全に弾力的とはいえない場

合もあるので，この場合には賃金財産業への投

資と資本財産業への投資の両方を考慮しなけれ

ばならないであろう，とドッブは述べている

［Dobb１９５６―５７，４１―４２］。

もちろん，ドッブの理論でも発展局面によっ

て投資配分の優先順位が変わっていくことも考

慮されていた。たとえば��重工業投資優先性�

の問題�［Dobb１９６５］の中では開発初期局面の

投資配分基準が緩和される時期について解説さ

れている。重工業投資優先性は軽工業優先とい

う伝統的な考え方（たとえばロストウ〔W.W.

Rostow〕の�織物優先�〔textile first〕など［Dobb

１９６７，１０７―１０８］）に対抗する命題として位置付

けられている。ドッブは，この考えの起源をフ

ェルドマン（G.A. Feldman）［Dobb１９６５，１０９―１１０］

の命題に求めている。フェルドマンの命題は資

本財産業の生産能力拡大に向けられる経常的投

資の割合が大きいほど，他の事情が等しい限り，

将来の潜在的な産出高成長率は高いという命題

である。フェルドマンの命題は，輸出品に対す

る需要が停滞することによって貿易を通じた資

本財調達には制約がある低開発国の状況［Dobb

１９６５，１１２（訳書１２８）］では，金属や機械製造と

いう資本財産業の産出能力が建設と開発の大き

な隘路になるという仮定に依存している。しか

し投資の部門間配分は，雇用成長と賃金財産業

との比率によって決まる実質賃金の下限の制約

を受けること，また資本財産業が発展すれば，

その部門に向けられる純投資の割合は一層上昇

するので資本財への投資優先性を緩める必要が

ある，という点で，基本的な理論に修正が加え

られる，とドッブは述べている［Dobb１９６５，１１３

―１１４（訳書１２９―１３０）］。またフェルドマンの命題

は剰余労働を活用することによって開発を進め

る戦略のひとつとして考えられたものであり，

その後のソヴィエトをはじめとする計画経済諸

国において労働力不足が発生したり，技術進歩

が多様な形をとる場合には資本・産出高比率と

いった指標の趨勢を予測するだけでは，重工業

投資優先性の根拠を与えることにはならない，

とドッブは述べている［Dobb １９６５，１２０―１２１

（訳書１３７―１３９）］（注４）。

３． ドッブの開発戦略論に対する反響

ドッブの問題意識は，計画経済の優位性の根

拠，および経済発展における最適投資の基準と

いうことである。これは，投資可能な資源が消

費財産業の余剰（資本財産業の雇用を維持するこ

とに使われる）に求められる場合，消費財産業

の生産性を高める資本財産業の成長率が資本財

産業で使われる資本財のストックに依存する場

合の投資基準を明らかにするということである。

これに対する回答として Dobb（１９６０）にまと

められているものが，計画による経済的意思決

定の整合的調整，個人（企業）の近視眼的選好
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や不確実性の是正，技術革新の趨勢を考慮した

非価格情報による投資計画に基づく開発戦略で

ある。ここで問題になるのは，このような可能

性を実現する手段や情報の調達，またそれを実

現する制度設計のあり方という問題である。

Dobb（１９６０）に対する書評もこの問題に集中

している。

Wellisz（１９６１）は Dobb（１９６０）の書評の中

で，ドッブの理論を外部性や将来世代の厚生と

いう問題を視野に入れた最適成長の理論と位置

付け，ソヴィエト型経済のように資本財が割り

当てられている経済での割引率や機会費用の計

測問題が論じられていないことを指摘している。

Seton（１９６２）は Dobb（１９６０）に対して次

のようにコメントしている。ドッブのモデルは

消費財と投資財というマルクス的な部門分割に

従ったものであるが，これは経済成長を構造的・

技術的に制限するものを焦点にするという点で

有用なものである。しかし，それが多部門に拡

張された時には有用性の少ないものになってし

まう。計画当局による意思決定の中で許容され

るのは資本設備を変更することによって，資本・

労働比率を（資本を供給する部門と使用する部門

の両者について）同時に変更することだけであ

る。経済実績を評価するのは成長のペースだけ

であって，消費者選好によって厚生に対する発

展経路の影響を考察することは行われていない。

賃金（生活水準）も過剰労働や社会慣習によっ

て固定されたままである。このような形で伝統

に拘った硬直性が緩められたならば，もっと有

用な発見があったであろうとシートンは述べて

いる。

Solow（１９６２）のコメントは，ドッブが，最

適成長の問題に対するラムゼー（F. P. Ramsey）

のアプローチを否定していることに対して向け

られている。ドッブ理論の特徴は投資の可能性

を極大化するために，産出および消費の総額を

可能な水準以下に落とすような技術をあえて選

択することにある。ドッブ自身は，労働者によ

る消費を社会的費用とみなし，生産および消費

の差額を極大化することが成長に役立つかぎり，

このような選択は不合理ではない，と主張する

［Dobb１９６０，訳書５４―５５］。このためにドッブは

投資の基準として現在財の将来財への変形率や

投資の限界生産力を使うのではなく，投資の結

果発生する（生産要素への報酬を含めた）国民産

出物の追加を投資に対する社会的収益と考え，

資本・産出高比率の逆数を投資計画の基準にし

ようとする［Dobb１９６０，訳書２１―２２］。しかしソ

ローはドッブが最適成長の問題にとって重要な

現在消費と将来の収益の関係に注目する分析

（たとえばラムゼイのような最適成長分析）を

なぜ採用しないのか疑問である，と批判する

［Solow１９６２，２１７］。ドッブが貯蓄に対する社会

的収益の指標として投資の収益性や限界生産性

を用いることには批判的であることは，ソロー

にとっては，現代的な理論の誤解に基づいたも

のに映ったのである。またドッブは成長率最大

化のために，

投資財部門の労働生産性×（消費財部門の労働

生産性―賃金）

を最大にするように技術（ここでは資本〔機械〕

集約度）を決めることを提案している。これに

対してソローは，成長率最大化の問題は資本集

約度を１回選択するだけの問題ではなく，資本

（機械）集約度の時間を通じた連続的変化も視

野に入れた場合には，ラムゼー＝フィッシャー

（Ramsey=Fisher）のようなアプローチの方が有
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効であると批判する［Solow１９６２，２１９］。最後

にソローは，ドッブに対して，ドッブ自身が最

適であると提案する方法が私的企業ではなぜ実

現できないのか，説明すべきであると批判する

［Solow１９６２，２２０］。このようなソローのコメン

トはドッブ理論の問題点をかなりよくまとめて

いる。たとえ資本・産出比率を政策目標にする

としても，政策当局が即座に最適な値を発見で

きるものではなく，何回かの試行錯誤が伴う。

このような政策当局が利用すべき情報として価

格や利子率の意義を否定してしまうならば，計

画の効率性や妥当性を検証する方法がなくなっ

てしまうことになる。

Ⅱ 現代開発戦略理論からみたドッブ

理論の意義

１． 経済計画による投資調整の問題

ドッブの議論は，経済発展という動学的問題

を視野に入れて投資決定において計画経済の優

位性を示そうとしている点に特徴がある。ドッ

ブは，経済発展では外部性という形で産業間・

部門間で相互依存関係が発生すること，知識や

予想が不完全であること，静学的問題では与件

として前提にされたものが変数あるいは従属変

数になってしまうことを強調する。この場合，

ある産業の生産能力を向上させるための投資の

社会的限界生産性というものをどのように考え

るか，また個々の産業の経営者（資本主義ある

いは社会主義の下で）がどのようにしてそれを

考えることができるのかという問題を考察しな

ければならない，とドッブは述べている［Dobb

１９３９，４１―４４，５３］。このようにしてドッブは中

央計画経済でも投資の事前（ex ante）の調整と

いう問題は解決すべき課題となっていると考え

ていた［Dobb１９３９，５３；１９５３，７６―７７参照］。

このようにドッブの理論は経済発展における

部門間相互補完性と投資調整の問題を明らかに

しようとしたものと位置付けることができる。

この問題は開発戦略において現在でも引き続い

て検討されている問題であり，Bardhan and

Udry（1999, chapter 16）などに最近の理論展開

が詳しく紹介されている。しかし，ドッブが期

待したような役目を政策当局が果たすためには，

経済全体に関する情報を集約して投資決定に反

映できるような条件が明らかにされなければな

らない。政策当局が，各産業の持っている情報

をどの程度まで正確に集められるか，という不

確実性は計画作成の過程で発生する。経済組織

における情報問題を展望したアロー（Kenneth

J. Arrow）が述べているように，経済全体を計

画によって組織化しても，組織内でのコミュニ

ケーション・チャネルにおいて節約効果を作り

出し，情報の再伝達において節約を実現しなけ

れば，組織化のメリット（個人の情報処理能力

の限界を克服するという意味での）は実現しない。

このような計画を立案・実行する組織内部での

相互調整とコミュニケーション・チャネルの最

適化の問題が社会主義の経済学に関する論争の

基本にある問題であった［Arrow１９７４，訳書５８―

６０］。特に重要なのは，データというよりは，

競争過程の中でのみ発見され得る情報なのであ

る（この論点は，ランゲのモデルの問題点に関連

して Brus and Laski（１９８９，訳書９０）で指摘され

ている）。

また途上国の計画化の場合には，経済制度の

多様性という問題が重要である。この問題を早

くから指摘していたのは石川（１９５２）である。
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１９５１年にドッブはインドにおいて途上国工業化

の諸問題をデリー大学経済学部（Dehli School of

Economics）で講義したが，これをまとめたも

のが Dobb（１９５５b）として公刊されている。こ

のドッブの講義について石川（１９５２，１４０）は，

ドッブの理論をソヴィエト工業化の経験を途上

国の計画を通じた急速な工業化の要求に応える

ものだと位置付けている。同時に石川（１９５２，

１４０）は，この中で，中央政府がその計画を遂

行する時に政府の意図を社会に浸透させる体制

整備の問題，および無数の後進的・非計画的諸

経済制度の近代化という２つの課題があること

を指摘していたのである。

２． 政策当局と社会的利益

ドッブ理論の問題点は，非価格情報による投

資の計画化において，政策当局が従うべき投資

基準が明確ではないことである。初期のドッブ

は消費者選好の不可侵性，各経済単位の自律性，

分権的決定の不可侵性を否定する立場をとる論

者として特異な位置にあった（この指摘は鈴村

（１９８２，１６）の説明に基づいている）。消費者主権

を否定することがパターナリズムや官僚主義を

正当化する可能性を指摘する熊谷（１９７８，５２―５３）

の議論を考慮すれば，ドッブの開発戦略が真の

社会的利益を実現できない可能性があることも

認めなければならない。なぜならば，社会的目

標が個々人の選好とは無関係に決められること

が，経済厚生を損なう発展をもたらす可能性が

出てくるからである。ドッブ自身は，価格シス

テムが自動的に最適解を達成するものではなく，

経済発展や福祉に関する事柄は，ある程度は中

央政府が決定する必要があると考えている。し

かしその場合でも，その政策決定の基準はどの

ような簡単な公式にも従うものではない，とド

ッブは述べているだけに止まっていた［Dobb

１９５３，８６―９２］（注５）。西部（１９９６，１４７―１８７）が述

べているように，ドッブのような立場に立つな

らば，長期的投資がただひとつの決定原理では

なく，複数の決定基準に準拠して社会的に決定

されるとしても，投入資源の費用と社会的目標

の到達度に関する効率性を保証するような仕組

みをドッブは示す必要があった。

ドッブ自身も，実際の開発計画では雇用最大

化という人道主義的な目的と成長の必要条件と

の矛盾を妥協させるために，国民経済の異なる

部門で矛盾した決定が下されることはあること

を認めている（インドの第２次５カ年計画のよう

に近代的製鋼工場と家内工業への同時投資などが

例に挙げられている）。このような矛盾は通常予

想されるよりは早い時期に消滅するかもしれな

い，とドッブは述べているが，その確実性は説

明されていない［Dobb１９６０，訳書５７―５８］。

またドッブの議論では政策当局がどのような

動機に基づいて行動するのかが明らかではない。

仮に理論的に正しい社会的効率性の基準が発見

されても，それに従った行動を政策当局が選択

する条件が与えられていないからである。この

ような問題については，ランゲ・モデルを検

討する文脈でブルスとラスキ［Brus and Laski

１９８９，訳書８７―８８］が中央計画当局を公共利益の

追求に向けて動機付けるプロセスが明らかでな

い，という形で指摘されている。また計画経済

を越えた，より広い開発戦略を実行する政府の

動機付けについても Bardhan and Udry（１９９９，

chapter１７）で分析されている。ドッブが論じ

ているように，計画化の利益が大きいとしても，

政策当局が社会的利益を最大にするように実際

に行動するかどうかは保証されていないのであ
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る。

３． 後期ドッブにおける計画化の限界の認識

後期の著作でドッブは高い成長率を実現する

ためには分権的市場システムは不十分であり，

シュンペーター的スタイルの企業家の冒険的・

開発者的競争，順応的な労働者と結びついた例

外的な�技術上のダイナミズム�に依存するこ

とを認める［Dobb１９６９，訳書１７５―１７６］。しかし

ドッブは企業や市場の調整能力よりも政策当局

の調整能力が高いのはなぜなのかを説明してい

ない（注６）。またドッブは経済計画によって技術

革新の趨勢を考慮した投資を行って効率的な経

済発展を進めることを考えていたが，不確実性

を伴う技術革新が発生する過程を計画当局が的

確に把握して促進するにはどのようにすればよ

いのか，という問題は，後期のドッブの理論で

も考察されていないままに残された。

計画と市場の結合を目指した社会主義経済の

構想に対して，経済変動の安定化という課題を

達成できないという理由で批判してきたドッブ

も，後期になって計画と市場の妥協を受け入れ

ることになった。１９６０年の時点では現実には計

画は不十分にしか行えないことをドッブも認め

ざるを得ず，Dobb（１９６０）の第６章でも企業

が�かなりな事
�

実
�

上
�

（原文強調文字―引用者）

の自由裁量権�［Dobb１９６０，訳書１０８］を持って

いる場合を想定して，社会的に望ましい投資を

実現するための価格関係を分析しなければなら

なかった。Solow（１９６２，２２２）も，この部分は

実践的意義を持つものだと評価していたのであ

る。

後期のドッブはこのような考察を進めて，

Dobb（１９６９）の中で，社会主義経済における

価格と情報の役割について次のように考えてい

た。第１に，社会主義経済で利用される価格に

は多様な種類があり，それらは計画化の基礎，

あるいは記録のための計算価格のほかに複雑な

状態に関する情報を伝える価格，比較の基準と

しての価格，それに個人や集団に刺激を与える

ための価格があり，これらの多様な価格の妥協

や価格の諸機能の結合が必要である。第２に，

計画化の可能性を制約するのは情報供給であり，

経済的情報の数量化は誤謬や不確実性を伴い，

経済システムが成長して複雑になるにつれて集

権的解決に対する制約は明白となり，経済的決

定を分権化する必要性はより緊急なものになる

［Dobb１９６９，訳書１９０―１９５］。

４． 計画と市場の妥協可能性

後期のドッブは，仮に計画化に限界を認める

としても，それが全面的な市場経済を選択する

ことにはならない，という立場をとっていた。

後期のドッブは，社会主義経済の分権化と市場

メカニズムの活用には難しい問題があることを

認めているが，その問題を克服する可能性にも

期待していた。たとえば Dobb（１９６０）の第６

章においてドッブは，ミクロ的調整に市場が有

効に機能することを認め，それを長期的計画と

妥協させる可能性を探ろうとした。市場の役割

の見直しは経済的後進性をある程度克服し，資

本財優先の必要性が緩和された時期に，消費水

準の向上が課題になることにも対応していた。

しかし，ドッブは市場の導入が�完全な市場自

治主義�［Dobb１９６０，訳書１０７―１０９］でも中央集

権でもない経済体制を可能にするという立場を

とっていた。Dobb（１９６９）の中でドッブは，

自分はかつて分権的メカニズムのミクロ・マク

ロ・レベルにおける不安定性は，もともと循環

的変動傾向を持つ資本主義的市場メカニズムの
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不安定性よりも大きいと主張したことを取り上

げ，�完全に分権的な社会主義経済が実際に存

在すると信ずることは，不可能とは言わないま

でも，困難なことである�と述べてはいたが，

それが不可能であることを証明するものはなに

もないのであって，新しい工夫による実験によ

って計画と市場の結合物を作り出すことが次の

段階への不可欠のステップであると述べている

［Dobb１９６９，訳書２６４―２６６］。

しかし，ドッブは価格メカニズムを利用した

社会主義が経済変動を安定化できないという問

題を持っていることを指摘していたのであるか

ら，市場導入の過程全体を政策当局が管理でき

る方法が明示されなければドッブの議論は整合

性を欠いていることになる。また市場メカニズ

ムの導入に伴って企業，労働者，消費者の選択

が広がり，そのような状況で長期的投資を中心

にした計画部門との調整という新しい問題が出

てきてしまうことになる。

５． 経済改革と民主化

後期のドッブは計画と市場の妥協を生産手段

の社会化の枠内で達成するための手段として民

主化を考えていた。後期ドッブの社会主義改革

論を示した Dobb（１９７０）の中でドッブは経済

的分権化とならんで民主化にも言及している。

Dobb（１９７０）では，中央集権的計画化が利点

を持っているのは経済発展が低い水準で，政策

目的が少数・単純で，経済制度も単純である場

合に，生産構造に大きな変化が生じる局面で，

経済成長を社会的目標に選択する場合だと限定

して捉えられるようになった［Dobb１９７０，訳

書１４―１５］。人間の行動や態度にとって重要なの

は経済的刺激の制度だけでなく，意思決定の過

程に人々が参加できる度合いもそうであること

をドッブは承認する［Dobb１９７０，訳書９１―９２］。

後進国が資本主義世界の中で孤立していた状況

で選択された過度の中央集権化が新しい態度や

方法の採用に強力な保守的抵抗（�体制に組み込

まれた抵抗�〔build-in-resistance〕）［Dobb１９７０，

訳書１０１］を作り出してきたことを認め，相対

的に分権的な制度の可能性を提示するに至って

いる。この時にもドッブは，分権化や民主化が

困難を伴うことを認めている。たとえば，企業

レベルでの政策決定に労働者の民主主義的参加

を認めていけば，それはインフレーションを伴

う可能性がある。しかし，それは労働者間の社

会的意識水準の引き上げを通じて部分的利害を

制度全体の利害との衝突を認識させることによ

って解決することができるだろう，とドッブは

述べている［Dobb１９７０，訳書９１―１１２］。

後期ドッブの分権化と民主化への関心を示す

もうひとつの文献は Brus（１９７３）に付けられ

た�英語版への序文�である。この中でドッブ

はブルスの書物の中で特に注目すべきものとし

て，�１生産手段の社会化をただ１回かぎりの行

為としてではなくたえず深化させる�過
�

程
�

�

（原文強調の傍点がある―引用者）として捉える

概念，�２社会主義計画化における経済的意思決

定と政治的意思決定の相互浸透が分権化におい

て重要であるという視点，にまとめている［Brus

１９７３，訳書 vi―ix］。このうち特に�２は，広い意

味での経済決定の最適化は，たんに経済計算の

システムと技術が含まれるだけでなく，その枠

内で矛盾する利害が明らかにされ，妥協を形成

することを通じて，実際の社会的決定を真の社

会的決定に近づけるような政治機構を含んでい

る，というブルスの主張を意味している（この

部分は Brus（１９７３，訳書１２７）の議論に基づいて
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いる）。

しかし民主化と経済的意思決定への参加が生

産手段の社会的所有と計画の枠内に収まるのか，

という問題をドッブは論じることはなかった。

Dobb（１９６９）でドッブは社会主義経済を社会

的平等性だけに焦点をおいて考えることは生産

手段の社会的所有という伝統的な思想とは離れ

ることになる，と主張する［Dobb１９６９，訳書１７６

―１８０］。ドッブは計画化を実現する生産手段の

社会的所有に基づく社会主義経済において，分

権的計画と民主的参加を導入することは，社会

的所有と衝突する可能性があるということ（た

とえば労働者に拒否権を認めれば，それは経済

計画全体にも支障が起こる）を十分に分析する

ことはできなかったといえるだろう。

６． 代替的開発戦略のコストの評価

計画と市場，資本財と消費財，労働集約的技

術と資本集約的技術，という選択において，ド

ッブは中央集権的計画と資本財産業優先，資本

集約的技術からなる開発戦略を提案した。この

戦略の意義は Findlay（１９６６，７０）が述べてい

るように，それほど特異なものではない。将来

の消費財を究極目標にするとしても，それは将

来の資本財のストックに依存し，それは現在の

資本財生産能力に依存する。このため，当面の

優先目標として，資本財の生産能力の最大化が

選択されることも妥当性を持つということにな

る。しかし発展パターン全体を評価するために

は，この計画期間中に無視された社会的目標の

コスト評価，計画の誤りのコストが視野に入れ

られる必要がある。また過渡期に中央集権的計

画をとったとしても，それを後の発展局面で分

権化することは，Dobb（１９７０，訳書１０２―１０３）

が述べているように，新しい制度の有効性を整

合的に示すために十分な規模で改革を実現しな

ければならず，その改革に伴う費用は無視でき

ない。Brus and Laski（１９８９，訳書４６―４８）で指

摘されているように，現実のソヴィエト型計画

化は膨大なコストを伴った。このことは，中央

集権的計画化によって選択された政策を是正す

ることの難しさを示している。このような経済

改革の難しさを考慮した場合には次善の選択と

して，開発の当初から市場による開発をするこ

とが有利になるだろう。ドッブは成長経路の総

合的な経済厚生を評価することを意図し，その

上で計画化の利点を検証しようとするが，社会

主義経済の基本的枠組みを尊重したために，そ

の考察を十分に発展させることはできなかった。

む す び

ドッブの理論は開発戦略における計画化の意

義を市場の失敗という観点から再構成しようと

したものであった。ドッブは市場の価格が短期

的な情報（比較優位による技術・産業選択など）

しか提供できず，長期的経済発展には重要な技

術革新と資本財生産能力の拡張には適さないと

考えた。しかし，長期的な目標を重視すれば，

短期の雇用や消費（特にベイシック・ヒューマン・

ニーズ関連の消費）は犠牲にしなければならず，

このような目標間の対立は現在の開発戦略でも，

多少の変更はあるとしてもみられるものである。

１９３０年代から５０年代にかけて形成されたドッ

ブの理論は，輸出制約，投資能力を制約する農

業（消費財）余剰と資本財生産能力に焦点をお

いて，その時の計画化と投資の基準をケンブリ

ッジ学派の経済学で再構成するものであった。

ドッブは開発過程に伴う市場の不完全性を根拠
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に投資の計画化を正当化しようとしたが，社会

構成員の選好や情報を長期目標に反映させる整

合的な方法を提示するには至らなかった。また

ドッブは社会の長期的・総合的利益を発見し，

実行する政府の能力と動機付けという問題を十

分考察することはできなかった。企業の調整能

力を評価し，農民が余剰を市場に出す条件や労

働者の意欲の背後にあるインセンティブや情報

の問題の所在を認めたドッブは，自分の理論と

社会主義経済の理念（計画化と生産手段の社会的

所有）との接点を作ることはできなかったと思

われる。ドッブの理論は最適な開発戦略の理論

的可能性と実現可能性とのギャップを埋めるこ

とができなかったのである。

ドッブ理論から得られるもうひとつの教訓は，

特定の開発戦略を選択したことのコストの評価

である。過渡期においてドッブ理論のような計

画化が急速な成長を実現するとしても，それは

必ず社会的コストを伴う。このような成長経路

の厚生評価を行い，それに基づいて経済体制に

おいて分権化を通じた計画と市場の妥協を図る

というのは，ドッブが批判してきた厚生経済学

や社会選択理論の課題であったはずである。後

期のドッブは経済構造が単純で，社会の目標が

成長に限定されているときには中央集権的計画

化は有効であるという慎重な姿勢をとるように

なった。しかし，仮に分権的な社会主義による

開発戦略を指向するのであれば，個々人の境遇

や選好を集計して経済計画に反映させる方法を

提案する必要が出てくる。Dobb（１９５５a；１９６９）

は個々人への分配と生産とが分離できないこと

に注目し，分配問題を回避する傾向の強かった

既成の厚生経済学を批判したが，それは社会的

厚生関数を仮定して経済体制の評価をする立場

への批判も含んでいた。アローの著作に対する

言及もこのような文脈において行われていた。

しかしドッブは厚生経済学の有効性を否定する

ものではなかった。Dobb（１９６９）に対する書

評［Winch１９６９，９０３］の中で，ウィンチは，完

全主義の誤り（the perfectibility fallacy）やニヒ

リズムでもなく，常識的批判（a commonsense

critique）の立場から厚生経済学を実践的な政

策評価の方法にかえて行こうとするドッブの思

想はマーシャルやピグーの視点と結びつくもの

だと述べている。そして，厚生経済学や社会的

選択理論を実践的なものにするという問題意識

から，社会主義の経済改革も論じられた。この

ような問題意識は，開発という（唯一の最適な

選択肢がみつからない）問題において厚生経済

学の有効性を問い直そうとしたアマルティア・

セン（Amartya Sen）の研究を準備するもの

だといえるだろう。消費者主権や企業・市場の

調整能力をマルクス主義的立場から批判し，分

権的社会主義の不安定性を批判したドッブが，

現実の社会主義経済の改革問題に直面して，私

的利益と社会的利益の民主的調整という問題に

再び直面していったことは，アローやセンが取

り組んだ問題との接点を示唆するものである。

この意味で，ドッブとセンの社会選択論や厚生

経済学，開発経済学との間にある理論的交流を

検討するのは今後の課題である（注７）。

（注１） ドッブは，経済的均衡条件と急速な構造的

変化の緊要性との間の軋轢状態に関するランゲ・モデ

ルの弱点を指摘した論者［Brus and Laski１９８９，訳

書９２，および第５章注１４（訳書注１９ページ）］，また市

場社会主義における経済変動（経済不安定性）の累積

的傾向を指摘した論者［Brus and Laski１９８９，訳書

１７５―１７６，および第９章注８（訳書注３４ページ）］と評
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価されている。

（注２） この論文の中でドッブは，この視点はスラ

ッファ（P. Sraffa）氏から教えられたものだ，と述べ

ている。

（注３） ドッブはこの議論を投資率が必需品（賃金

財）の現在の供給量ではなく，固定資本の現有量に依

存する場合に応用する。資本財産業の生産能力増大に

向けられる投資は将来の産出の成長率を増大させるの

で，所得や消費の水準に対して連続的な効果を持つと

ドッブは主張する［Dobb１９５４，訳書２１９―２２０］。

（注４） しかし今日の時点でドッブ理論を現実の社

会主義経済の理論的基礎として解釈することは難しい。

たとえばブルス＝ラスキの評価ではドッブ＝センの基

準は現実の社会主義的工業化の正当化とはみなされて

いない。ブルス＝ラスキによれば，経済近代化におけ

るソヴィエト戦略の要因のひとつは慣習的なコスト計

算を無視した，特にミクロレベルでの資本と労働の現

存資源の最大限利用であった。ブルス＝ラスキは当面

の生産高と雇用を最大化する傾向は，ドッブ＝センの

基準で提案されている再投資可能な余剰の最大化とい

う要請（ここでドッブとセンの著書が言及されている）

に反して行われた，と評価している［Brus and Laski

１９８９，訳書４０―４１，および第３章注５］。

（注５） 実際，１９７５年の著作でブルスは，ドッブに

始まる計画経済の下での成長と技術選択をめぐる論争

を回顧して，投資や技術の基準は経済社会の条件に依

存するから，それは専門家の役割を高めることではあ

れ，政策選択自体の民主的形式と計画化は矛盾するも

のではないと指摘していた［Brus１９７５，１９５，２１７］。

このような立場は Brus and Laski（１９８９）において

転換されて，全面的な市場化が選択されるようになっ

た。

（注６） 初期のドッブが調整における企業組織，市

場や価格のそれぞれの役割を十分に説明していないこ

とについて，コースの批判もある［Coase１９３７，３６―

３７，４７―４８（引用ページ数はリプリント版による）］。

（注７） ドッブはセンに対して（社会的選択論を含

む）厚生経済学や新古典派経済学が開発問題に持つ意

味を助言した人々の一人である［鈴村・後藤２００１，５

―６；Desai２００１，２１４―２１５にも紹介されている］。セン

が集合的選択問題に興味を持つようになったのはドッ

ブとの議論を契機にしていた，とセンは述べている

［Sen１９７０，�序言�訳書 iv］。ドッブ自身も厚生経済

学の補償原理を批判する上で，所得や生産資源の分配

と総所得決定とは独立ではない，というアローの�社

会的選択と個人的評価�（Social Choice and Individual

Values）（１９５１年刊行）の議論に言及していた［Dobb

１９５３，６３―６４］。
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